












Y 代表者は平成23年に亡夫が設立した Y の監
査役になり同26年4月より、Y の代表取締役と
なった。E は、D の執行役員であったものであ











































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































35 Rancke ［Hrsg.］ 、Mutterschutz/Elterngeld/Elternzeit/Betreungsgeld.5.Aufl.Nomos,2018.§15　Rdn.50.S.1160.
36 山本・前掲注（34）論文33頁
37 Udo R. Mayer,Weiterentwicklung des Teilzeitrechts – Einfürung einer Brückenteilzeit zum 1.1.2019,in 
AuR2019,S.104ff.












































































40 大内伸哉編著『有期労働契約の法理と政策』（弘文堂・2014年）9 ～ 12頁
小俣　勝治
−　152　−
青森中央学院大学研究紀要34号
考えられた短時間勤務措置の延長線上での有
期・パート契約については、従来の日本の有期
雇用契約の典型とは異なる取扱いが許されない
だろうか。その有期パート契約は、ドイツの架
橋的パートタイマーと同様の趣旨において考え
てみることができないか。すなわち、本件にお
ける契約社員制度は X のように正社員として
の経験を積んだ女性労働者が育児休業終了後に
おいても特殊な勤務時間であるためもあって単
に保育園を確保しただけでは正社員業務に復帰
するのには十分ではないため、一定期間は契約
社員としてパート労働でスキルを維持しなが
ら、家族の協力が得られるなどして育児体制に
万全を期すことが可能となった段階で、正社員
に復帰することを約束する趣旨が含まれている
と考えるべきであろう。本件でも X 側はその
ような主張もしている（争点（6）「本件合意は
正社員復帰合意を含むものか」）。そして、「育
児体制に万全を期すことが可能となった」との
確認をもって、再契約が締結されたものとみな
す、という扱いである。そのことによる、出産・
育児を契機とする新たな類型のパートタイマー
の罠の増加を防止することが望まれる。均等法
9条3項や育介法23条・23条の2における労働者
側の申出に基づいて使用者側が用意しなければ
ならない措置は、一種の権利行使（労働者側の
イニシアティブに基づくパート）といえるので
あって、使用者はそれに応じて諸措置を取らね
ばならないという点では、しかもそれが有期で
あるという点ではドイツの架橋的パートタイム
と類似する面が認められるであろう。
　また、本判決は、「正社員は、各種プロジェ
クトにおいてリーダーの役割を担うとされてい
るのであるから、コーチとして十分な業務がで
きるか否かについて Y の評価や判断を抜きに
して、スケジュールの調整ができさえすれば、
Y に正社員契約の締結が義務付けられる性質も
のではない。」としている。しかし、本件の X
は英語教育にふさわしい能力を認められて採用
され、数年来正社員としての経験を積んできた
こと、いわばそのキャリア41　を全く認めてい
ないことを露呈している。本件の有期労働契約
の締結の趣旨・目的からすれば、X は正社員の
補完的機能を果たすために有期雇用されたので
はなく、すでに正社員となっている労働者の暫
定的な勤務軽減措置・短時間勤務措置の一環と
して有期雇用形態を選択していると考えるべき
であろう。
【付記】
　本稿脱稿後、日原雪恵・本判決「批判」ジュ
リスト1550号（2020年10月）128頁に接した。
――――――――――――――――――
41 別な言葉では、エンプロイアビリティ（使用者から評価されて、雇用につながる、労働者の能力）がある。諏
訪康夫『雇用政策とキャリア権―キャリア法学への模索』（弘文堂・2016年）212頁。本件の X には少なくとも
正社員としてのエンプロイアビリティが形成されていると思われる。
（青森中央学院大学　経営法学部　教授　おまた　かつじ）
